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鳴門教育大学　地域連携センター
１．概　　　要
　　所在地：〒７７２－８５０２　徳島県鳴門市鳴門町高島字中島７４８番地
　　　　　　TEL０８８－６８７－６１０１，FAX６８７－６１００　　WEB　http://www.naruto-u.ac.jp/center/ccc/
２．教員名簿
　　　所長　阪根健二　教授（高度学校教育実践専攻）
　　　所員　藤原伸彦　准教授（高度学校教育実践専攻）
　　　　　　泰山　裕　准教授（高度学校教育実践専攻）
　　　　　　竹口幸志　講師（人間教育専攻）
　　　　　　小堀訓子　国内客員研究員（徳島県立総合教育センター教職員研修課指導主事）
　　　　　　池上朗子　国内客員研究員（徳島県立総合教育センター教職員研修課指導主事）
　　　　　　北島孝昭　国内客員研究員（元北島町教育長）
　　　事務担当　教務部　学術情報推進課　地域創生室　地域連携係
３．活動報告
　　本センターは，他の大学における教育実践センター組織とは異なり，教育臨床部門，実地教育部門は，学内の他の
専門センターで対応しており，現在設置の２分野は，生涯学習センター的な要素を持ちつつ，学校教育への支援を行
うといった特徴を有している。なお，地域連携の要である「公開講座・フォーラム」等は，本学では「地域連携委員
会（全学組織）」で運営しているが，本センター業務の一環として，その庶務・渉外を担当している。
　　事務関係では，公開講座，教育支援講師派遣，教育相談対応，免許更新講習など多方面での担当を，事務担当係で
運営している。
　　平成２６年度から，「四国５大学連携防災・減災教育研究協議会」の一員となり，四国管内の防災に関する連携事業
の窓口となっている。また，「㈳教育支援人材認証協会（東京学芸大学主管）」の運営にも携わり，一般向けの社会教
育講座を県内で開設しており，社会教育の本学拠点となっている。
　　平成２７年度からは，徳島県教育委員会と連携し，学力向上事業及び家庭学習の調査研究を行うとともに，遠隔に
よる教員研修システムを主管し，「サテライト研修室（つながルーム）」を，県内２か所に設置し，運用している。そ
れに伴って，徳島県教育委員会から，客員研究員として指導主事を２名受け入れ，学力向上対策，県内教員研修のネッ
トワーク化について研究活動を行った。なお，平成３０年度から令和元年度までは，読書活動について研究を行い，
５年間の派遣事業が終了した。
　　その他，産学共同研究については，平成２８年度から，徳島県教育文化研究所との共同研究を開始し，「授業力向上
研修会」を，遠隔講義システムを活用して実施した。平成３０年度からは，香川県教育文化研究所も参入し，県をま
たぐ３者で「働き方改革」の共同研究を行ってきた。この事業は，令和元年度で終了した。
　　また，㈱おもちゃ王国との共同研究は，平成２０年度から実施しており，知育玩具の共同開発などを引き続き行っ
ており，外部資金を獲得している。
４．研究活動報告
　⑴　教育連携コーディネート分野
　　ア．地域連携委員会との連携（事業の企画・渉外・実施）
　　　　第４５回鳴門教育大学教育・文化フォーラム（令和元年８月８日：本学講堂）を実施した。今回は，日本生徒
指導学会と共催し，鳴門市教委の悉皆研修として開催した。また，遠隔講義システムを活用して，県内副会場（美
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馬市・阿南市）にも配信した。参加者は現職教員及び一般市民約３００名であった。テーマは「これからの教育の
在り方を考える－生徒指導の果たすべき機能と役割－」であり，日本生徒指導学会前会長の森田洋司本学特任教
授による講演会であった。
　　　　なお，次回は，令和２年８月１８日に，「保幼小連携」をテーマに実施する予定である。
　イ．学校・地域連携
　　　（ア）　教育委員会等行政機関や諸団体と連携し，学校現場における今日的な課題解決のため各種の調査研究を行
い，その成果発表（地域連携センター主催講演会及びシンポジウム）を毎年実施しており，令和元年度は，以
下のとおり，２回実施した。
　　　　・令和元年１０月１９日に，OECD講演会として，「変わりつつある日本の教育̶国際的な視点からー」をテーマに，
（独）大学入試センター　試験・研究統括補佐官（兼）審議役の白井俊氏が学力向上についての講演を行った。
これは，日本ＮＩＥ学会鳴門大会の記念行事として実施したものであり，参加者は研究者，現職教員及び一
般市民約２００名であった。
　　　　・令和２年１月１１日に「ネット・ゲーム依存」をテーマに，生徒指導支援センター共催のシンポジウムを開催
した。遠隔講義システムを活用して，県内外副会場（美馬市・阿南市・高松市）にも配信した。基調講演「青
少年のインターネット依存，ゲーム依存を考える」では，鶴田利郎　氏（国際医療福祉大学専任講師）が担
当し，その後のシンポジウムでは，同氏を含め，四国新聞社編集局報道部記者金藤彰彦氏，本学准教授泰山
裕教授，（地域連携センター所長）阪根健二が登壇した。参加者は現職教員及び一般市民約１５０名であった。
これについての冊子も作成した。（１０００部）
　　　（イ）　産学共同研究「おもちゃ王国プロジェクト」として，民間企業から外部資金を獲得し，知育玩具の開発及
び学校における遊び支援の在り方の実践研究を行った。
　　　　・香川県東かがわ市土曜授業運営事業に参画した。東かがわ市立白鳥小学校で，自習支援・スポーツ支援，ブ
ロック遊び支援を行った。（年間６回実施）所属学生及び院生は約３０名である。
　　　　・岡山県玉野市おもちゃ王国での現地実習を行った。（令和元年１２月２６日）参加学生及び院生は約２０名である。
　　　　・ブロック教材（ポリエム活用）を開発し，商品化を行う。また，冊子を作成した。
　　　　・香川県の子育て団体（NPOわはは）からの要請で，ファミリー防災フェスティバル２０１９（高松市サンポート）
に参画し，避難所での遊びについて公開した。（令和元年９月２１日）参加学生及び院生は約１０名である。
　　　（ウ）　徳島県知事部局（南部総合県民局）との連携として，防災実習を行った。参加学生及び院生は約９０名である。
（令和元年１２月１日）本連携行事は，９回目であり，今回が最終年度である。また，避難所対応の冊子を作成
した。（１０００部）
　　　（エ）　徳島県，鳴門市及び鳴門市教育委員会との連携で，社会教育，いじめ問題などの各種審議会に参画した。（社
会教育委員，いじめ対策，道の駅，鳴門市の企画事業等）
　　　（オ）　センター広報誌「あわ教育ネットワーク通信」を発行した。（令和２年３月）
　　　（カ）　社団法人「教育支援人材認証協会」における教育支援人材育成業務として，パートナー講座，サポーター
講座の実施と認証業務の支援を行った。（令和元年９月７日，２１日，２２日，１０月２６日，２７日）
　　　（キ）　四国５大学連携防災・減災研究教育協議会の一員として，運営会議に参画した。なお，香川大学と徳島大
学との間で，四国防災危機管理特別プログラムの遠隔授業科目については，募集停止のため，本年は実施しな
かった。
　　　（ク）　サテライト機材を本学及び阿南市，美馬市に設置し，教職員研修活動（遠隔）を支援した。また，リコー
との共同研究（遠隔教育）として，パンフレットの作成及び東京での見本市に講師として参画した。（令和元
年６月２１日）
　　　（ケ）　徳島県教育文化研究所及び香川県教育文化研究所との共同研究で，働き方改革についての研究を行うと共
に，成果報告をリーフレット冊子としてまとめた。（１０００部）また，令和元年１１月９日に，徳島市内で開催さ
れたシンポジウムに参画した。（名古屋大学の内田良氏を招聘）なお，この研究は，科学研究費助成事業（令
和元年から３年：代表者阪根健二）に引き継がれる。
　　　（コ）　国立大学教育実践研究関連センターの一員として，総会等に参加した。なお，令和元年から２か年間は，
本学が中四国地区の役員当番である。
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　⑵　教育情報コミュニケーション分野
　　ア．学校・地域における ICT を活用した実践の支援
　　　（ア）　鳴門市教育の情報化推進協議会のメンバーとして以下の支援を実施。鳴門市教育委員会教育支援室および
鳴門市小学校と連携し，鳴門市幼稚園・小学校・中学校における ICTの活用の支援や助言。
　　　　・電子黒板とデジタル教科書の効果的な活用方法について検討
　　　　・タブレットやプロジェクタ，電子黒板等が活用しやすい環境における学びのあり方についての研究（プログ
ラミング教育の支援含め）
　　　（イ）　「プログラミング教育」についての研究を行い，講座を開催した。
　　イ．学校・地域連携
　　　（ア）　鳴門市と連携して，子ども向け美術鑑賞ワークショップ「N＊CAP」の企画・推進。
　　　（イ）　県内の小学校教諭や，学生，一般ボランティアとの協同により，「鳴門教育大学　教育と学校を考える会　
子ども歩き遍路」を実施した。
５．その他の活動
　ア．学校教育研究紀要の発行（令和２年２月）
　イ．地域連携委員会との連携事業，学術情報推進課業務
　　（ア）　公開講座，なるっ子わくわく教室（大学開放推進事業）
　　（イ）　教育支援講師・アドバイザー等派遣事業
　ウ．客員研究員プロジェクト
　　（ア）　「サテライト・システム」等を活用した教師教育及び社会教育の在り方についての研究
　　（イ）　教育行政についての研究
　　（ウ）　今日的教育課題についての研究（読書活動）
６．外部資金導入状況
　・おもちゃ王国との産学共同研究（代表者　阪根健二：１，０００，０００円）
　・徳島県及び香川県教育文化研究所との共同研究（代表者　阪根健二：１８０，０００円）
　・科学研究費補助金獲得（働き方改革研究）（代表者　阪根健二：３００，０００円）
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